
業務棚卸評価シート 1/2

23年度 24年度 25年度 630,186 630,186 480,908 480,908

1 総
市役所本庁舎再整備
事業

市役所利用者が安全で安
心して施設利用ができる
ように、市役所本庁舎の
再整備を実施する。

関係各
課

政
策

事業の進捗
状況

基本設計・
実施設計

基本設計・
実施設計

監理委託建
設工事

18,012

基本設
計・実施
設計の着

手

震災の影響を受け、
設計の基となる基本
計画策定に時間を要
したため

Ｂ 71,914

業
務
計
画

未 中 中 高
現状維

持
なし

維
持

1
市役所本庁舎再整備
事業

市役所新庁舎基本
計画の策定

市役所新庁舎基
本計画の策定時
期

23年10月 23年12月 14,311

※市役所新庁舎基
本計画を策定した
ため（平成23年
12月）

業
務
計
画

1
市役所本庁舎再整備
事業

茅ヶ崎市行政拠点
地区周辺の地区計
画策定

茅ヶ崎市行政拠
点地区周辺地区
計画策定時期

24年3月 未策定 0
茅ヶ崎市行政拠点
地区周辺の地区計
画策定

茅ヶ崎市行政拠
点地区周辺地区
計画策定時期

24年9月 3,620

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

1
市役所本庁舎再整備
事業

新庁舎建設基本設
計・実施設計の着
手

新庁舎建設基本
設計・実施設計
の着手時期

23年12月 24年3月 3,591
新庁舎建設基本設
計の完了及び実施
設計の着手

新庁舎建設基本
設計の完了時期

24年10月 68,174

業
務
計
画

不
可

必
要

済 可 無 なし
維
持

1
市役所本庁舎再整備
事業

新庁舎建設基本設
計・実施設計に関
する庁内検討会議

新庁舎建設検討
会議の開催

年3回 年3回
新庁舎建設基本設
計・実施設計に関
する庁内検討会議

新庁舎建設検討
会議の開催

年2回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1
市役所本庁舎再整備
事業

新庁舎建設基本設
計・実施設計に関
する庁内検討会議

新庁舎建設検討
会議幹事会の開
催

年3回 年3回
新庁舎建設基本設
計・実施設計に関
する庁内検討会議

新庁舎建設検討
会議幹事会の開
催

年2回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1
市役所本庁舎再整備
事業

新庁舎建設基本設
計・実施設計に関
する庁内検討会議

新庁舎建設検討
会議作業部会等
の開催

年6回 年22回
新庁舎建設基本設
計・実施設計に関
する庁内検討会議

新庁舎建設検討
会議作業部会等
の開催

年6回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1
市役所本庁舎再整備
事業

新庁舎建設基本設
計・実施設計に関
する調査研究

有識者等による
助言・調査

年2回 年3回 110
新庁舎建設基本設
計・実施設計に関
する調査研究

有識者等による
助言・調査

年3回 120

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

1
市役所本庁舎再整備
事業

本庁舎３階以上の
荷重低減対策

庁内検討会議の
開催回数

年2回 年2回 企画経営課で所管

業
務
計
画

2 総
公共施設整備・再編
計画推進事業

公共施設整備・再編計画
に基づき、適切な進行管
理を推進する。

関係各
課

政
策

事業の進捗
状況

関係機関と
の調整

浜須賀プー
ルの調査・
設計

浜須賀プー
ルなどの改
修工事

関係機関
との調整

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 305

業
務
計
画

未 中 高 高
現状維

持
なし

維
持

2
公共施設整備・再編
計画推進事業

海岸青少年会館・
福祉会館複合施設
の管理運営体制等
についての庁内検
討

関係各課協議の
回数

年2回 年2回
青少年課及び保健
福祉課で所管

2
公共施設整備・再編
計画推進事業

旧さつきホーム跡
地の売却に向けて
の準備

関係各課協議の
回数
（用地管財課と
共管）

年3回 年3回
旧さつきホーム跡
地の売却に向けて
の準備

関係各課協議の
回数
（用地管財課と
共管）

年3回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2
公共施設整備・再編
計画推進事業

未利用公有地の利
活用

関係各課協議の
回数
（用地管財課と
共管）

年3回 年3回
未利用公有地の利
活用

関係各課協議の
回数
（用地管財課と
共管）

年3回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2
公共施設整備・再編
計画推進事業

土地及び施設管理
主管課との会議

会議の開催回数 年3回 年3回

後期整備プログラ
ム検討に向けて対
象施設主管課と会
議

会議の開催回数 年3回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2
公共施設整備・再編
計画推進事業

公共施設整備・再
編計画の進捗確
認・照会

各課への照会等
回数

年2回 年2回
公共施設整備・再
編計画の進捗確
認・照会

各課への照会等
回数

年1回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2
公共施設整備・再編
計画推進事業

常盤町地区県営住
宅茅ヶ崎テラス跡
地取得

県有地取得に係
る不動産鑑定

24年12月 305

業
務
計
画

不
可

必
要

可
不
可

無 なし

予
算
な
し

3 総
公共施設等再編整備
基金事業

「公共施設整備・再編計
画」を整備プラグラムに
基づき計画的に推進する
ための財源の確保を図る
ため、設置した特定目的
基金に毎年度積立を行
う。

関係各
課

政
策

基金の積み
立て累計額

9億円 15億円 0億円 603,701 9.5億円
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 402,680

業
務
計
画

未 中 高 高
現状維

持
維
持

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事
業全体の予

算額
（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況 ⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果実績値

基礎情報

施策目標 公共施設の再編整備と適切な維持管理を進める

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

施設再編整備課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

施設再編整備課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事
業全体の決

算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）
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23年度 24年度 25年度 630,186 630,186 480,908 480,908

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事
業全体の予

算額
（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況 ⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果実績値

基礎情報

施策目標 公共施設の再編整備と適切な維持管理を進める

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

施設再編整備課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

施設再編整備課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事
業全体の決

算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

3
公共施設等再編整備
基金事業

公共施設等再編整
備基金の充実

公共施設等再編
整備基金への積
立

24年3月 24年3月 603,701
公共施設等再編整
備基金の充実

公共施設等再編
整備基金への積
立

25年3月 402,680

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

4 総
管理支援システムの
運用

施設の台帳管理を中心に
図面（ＣＡＤ）、書類等
を統合的に管理し、公共
建築物の適切な維持管理
を推進する。

施設利
用者

定
例
定
型

支援システ
ムの保守管
理

12回 12回 12回 3,135 12回
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 2,284 未 中 高 高
現状維

持
維
持

4
管理支援システムの
運用

営繕工事における
管理支援システム
の運用

営繕管理システ
ムへの各発注工
事情報の入力

24年3月 24年3月
営繕工事における
管理支援システム
の運用

営繕管理システ
ムへの各発注工
事情報の活用

25年3月
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

4
管理支援システムの
運用

管理支援システム
の運用

台帳・営繕・保
全業務等システ
ムの活用

24年3月 24年3月 3,135
管理支援システム
の運用

台帳・営繕・保
全業務等システ
ムの活用

25年3月 2,284
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

5 総
「建物維持管理の手
引き」に基づく管理
及び指導

統一基準により施設の長
寿命化を推進する。

施設利
用者

定
例
定
型

維持管理点
検の実施

173施設 175施設 176施設 173施設
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ

業
務
計
画

未 中 高 中
現状維

持

予
算
な
し

5
「建物維持管理の手
引き」に基づく管理
及び指導

「建物維持管理の
手引き」に基づく
管理及び指導

点検施設数 173施設 173施設
「建物維持管理の
手引き」に基づく
管理及び指導

点検施設数 175施設

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

6 総
公共建築物中長期保
全計画推進事業

中長期保全計画に基づ
き、建物の効果的・効率
的な維持管理を推進す
る。

施設利
用者

政
策

事業の進捗
状況

実施事業数
6施設

実施事業数
10施設

実施事業数
10施設

実施事業
数
6施設

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持

予
算
な
し

6
公共建築物中長期保
全計画推進事業

平成24年度に向
けた各課の予防保
全予算の調整

予防保全対象施
設の予算調整

23年10月 23年10月
平成25年度に向
けた各課の予防保
全予算の調整

予防保全対象施
設の予算調整

24年10月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

7 総
建築基準法第１２条
に基づく法定定期点
検の実施

公共建築物の安全性及び
防災機能確保を図るため
に法に義務づけられた定
期点検を実施する。

施設利
用者

定
例
定
型

法定定期点
検等の実施

21施設 18施設 19施設 5,145 21施設
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 3,400 未 中 高 高
現状維

持
維
持

7
建築基準法第１２条
に基づく法定定期点
検の実施

特定建築物の法定
定期点検の実施
(学校を除く）

法定定期点検の
業務委託の実施

14施設 14施設 5,145
特定建築物の法定
定期点検の実施
(学校を除く）

法定定期点検の
業務委託の実施

18施設 3,400 可
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

7
建築基準法第１２条
に基づく定期点検の
実施

建築物の定期点検
の実施(学校を除
く）

定期点検業務の
実施

7施設 7施設
建築物の定期点検
の実施(学校を除
く）

定期点検業務の
実施

7施設 可
必
要

可
不
可

無 なし

予
算
な
し

888 総 災害応急対策活動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を課として迅
速的確に対処する。

全市民
等

定
例
定
型

888 災害応急対策活動

部の災害応急対策
活動マニュアルに
おける課(班)の活
動内容の検証及び
見直し

マニュアルの検
証及び見直し

4月 4月

部の災害応急対策
活動マニュアルに
おける課(班)の活
動内容の検証及び
見直し

マニュアルの検
証及び見直し

4月

888 災害応急対策活動
災害等の行政施策
の総合調整（災害
等発生時）

行政施策調整会
議の開催

随時 随時

※部の災害応急対
策活動マニュアル
における課(班)の
活動内容の見直し
にともない、行政
施策調整会議を廃
止するため。

888 総 庁内共通事務
庁内共通事務のとりまと
めや庁内外の照会回答を
行う。

職員

定
例
定
型

193 193 325 325


